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 様式第４号－２                           〔学位申請者  成川 旦人  〕 
 
 
論文審査結果の要旨 
 
本学位論文の審査は、平成30年1月31日、14時から15時にかけて、本学文科系研究棟2階
セミナー室Cにおいて公開で行われた。申請者による提出論文の口頭発表の後、5名の審査
委員との間で質疑応答が行われた。その後、15時13分から16時13分の試験時間で外国語の
試験が実施された。 
 本件の審査の結論は、上記の結果に基づき、同日、外国語試験終了後の16時15分から、
同室で開催された審査委員会において決定された。 
 
(1)論文に関する内容 
 
 税務上の繰越欠損金制度についての研究は、我が国においても古くは戦前から行われて
おり、着眼点としては決して新しいものでない。しかし、その研究の多くは税務会計や租
税法などの理論的見地に基づく規範的分析であり、財務データを用いた実証分析が主流で
ある米国とは異なり、我が国においてはその量は現在も少ない。その背景としては、財務
データの入手困難性が挙げられる。国税庁は従来から『会社標本調査』で産業別や規模別
の繰越欠損金に関するデータを公表しているものの、各企業の繰越欠損金に関するデータ
が開示されるようになったのは、税効果会計が強制適用となった2000年3月31日決算からで
ある。また、この繰越欠損金データも法定実効税率を乗じた後の繰延税金資産額で開示さ
れ、かつこの法定実効税率データは必ずしも開示されないため、現在において我が国企業
の繰越欠損金データの利用可能性は決して高くはない。そのような事情のもと、本論文で
は一定の仮定などを設けることで繰越期限別の欠損金額や欠損金の繰越控除額などを推定
し、欠損金の繰越控除制度と企業行動の分析などを試みている。 
 本論文の基本的な貢献は、上述したように実証分析を試みた先行研究が乏しい中、我が
国の欠損金の繰越控除制度に関する企業行動などの研究として、各企業の繰越期限別の欠
損金額や欠損金の繰越控除額などを推定して実証分析を行い、規範的研究や実務で指摘さ
れてきた企業行動の仮説の検証のみならず、近年諸外国で増加しつつある控除限度額の導
入を巡る企業行動に関する仮説を構築し、検証したことである。その上で、このような実
証分析によって得られた経験的証拠に基づく政策提言を行うことは、わが国の欠損金の繰
越控除制度の設計にも役立つことが期待される。 
 一方、審査の過程で、審査委員からは以下のような事項が指摘された。すなわち、伝統
 的な租税原則である公平・中立・簡素から活力に力点が置かれてきているのは、政府によ
る成長戦略や再生戦略などの変化が影響している可能性があり、そういった政府方針の変
化との関係性についての言及が望ましいことや、実証分析を行うにあたり、リサーチ・デ
ザインの設計や分析結果の解釈についてさらに慎重に行うべきであること、活力の意味合
いを日本経済の活力向上か、もしくは各企業の活力向上であるのかをさらに議論すべきで
あることなどの問題点や今後の課題についての指摘がなされた。 
 本論文は、以上のように、いくつかの問題点・課題を残してはいるものの、財務データ
などを用いた実証的な研究が不足していたテーマに、新しい経験的証拠を提示したことに
よって、貴重な学術的貢献をしたものと認められる。 
 
(2)外国語に関する内容 
 審査対象論文における参考論文から引用した英文の和訳を内容とする英語試験などを実
施した。制限時間内にすべての問題を回答することはできなかったものの、おおむね原著
論文の引用を行うに足る英語力を具えていると判断したので、英語試験は合格と判定した。 
 
(3)その他 
 本学位請求手続き書類中の様式第2号「論文目録」にも記載してあるように、第5章は査
読付き学術論文である「欠損金の繰越控除制度と企業の資金使途の関係」(『年報経営分析
研究』No.33、pp.89-119、2017年)に基づいており、第4章は懸賞学術論文である「法人税
率引下げと繰越欠損金制度改正に対する企業の利益調整行動：平成23年12月改正の影響」
（『税に関する論文入選論文集』Vol.11、pp.89-119、2016年）に、第6章は学会誌掲載学術
論文である「諸外国の欠損金繰越控除及び繰戻還付制度とその制度決定要因の分析」『税務
会計研究』No.28、pp.199-204、2017年）に基づいている。また、第3章は日本会計研究学
会（2016年）の報告に基づいている。この他、日本会計研究学会、日本管理会計学会、日
本経営分析学会、税務会計研究学会で1回ずつ実施済みである。 
 
(4)総合判定 
 1月31日、16時15分から開催された審査委員会において審議、審査委員一同は、申請者が
「博士(経営学)」の学位を受けるに値するものと判断した。 
